(表面)

様式第１号（第５条関係）
　　平成　　年　　月　　日　　
　養老町長　　大橋　孝　　様
所　在　地
法　人　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
電　　　話
養老町特定非営利活動法人初期活動支援事業補助金交付申請書
養老町特定非営利活動法人初期活動支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、この補助金の申請に伴い、私の町税の納付状況について、担当課において関係資料を調査することについて同意します。
記
	交付申請額
	円

	特定非営利活動法人の設立年月日
	　　　　　平成　　年　　月　　日

	法別表に規定する活動の分野(該当番号に○を付すこと。)
	1　　2　　3　　4　　5　　6　　7　　8    9   10

11　 12   13   14   15   16   17   18   19   20

	活動の目的
	


※　関係書類
(1) 事業計画書（別紙１）
(2) 事業計画スケジュール（別紙２）
(3) 事業収支計画書（別紙３）
(4) 添付書類
・法人設立認証通知又は法人設立認定書の写し
　・登記事項証明書の写し
　・社員（会員）名簿
(裏面)

備考　法別表に掲げる活動の分野とは、次に掲げる20分野をいう。
　 1　保健、医療又は福祉の増進を図る活動
　 2　社会教育の推進を図る活動
　 3　まちづくりの推進を図る活動
   4　観光の振興を図る活動
　 5　農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動
　 6　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
　 7  環境の保全を図る活動
　 8　災害救援活動
　 9　地域安全活動
　10　人権の擁護又は平和の推進を図る活動
　11　国際協力の活動
　12　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
　13　子どもの健全育成を図る活動
　14　情報化社会の発展を図る活動
　15　科学技術の振興を図る活動
　16　経済活動の活性化を図る活動
　17　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
　18　消費者の保護を図る活動
　19　前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の

　　　活動
  20　前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める
活動

別紙１

事 業 計 画 書

	
	(１)具体的な事業内容

(２)事業の協力団体、関係団体
(３)事業の対象者
(４)事業の実施場所
(５)事業のＰＲ方法
(６)事業効果に対する予測



別紙２
事業計画スケジュール

	月
	内容
	備考

	４月

	
	

	５月

	
	

	６月

	
	

	７月

	
	

	８月

	
	

	９月

	
	

	１０月

	
	

	１１月

	
	

	１２月

	
	

	１月

	
	

	２月

	
	

	３月

	
	


（表面）
別紙３

事業収支計画書

１　収入

(１)事業収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	科目
	金額
	摘要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	収入小計①
	
	

	町補助金②
	
	

	小計③【①＋②】
	
	


(２)事業収入以外の自主収入
	科目
	金額
	摘要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	収入小計④
	
	


(３)収入合計

	科目
	金額
	摘要

	収入総額⑤【③＋④】
	
	


（裏面）

２　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	
	科目
	金額
	摘要

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	補助対象経費総額⑥
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	補助対象外経費総額

（支出総計⑦）
	
	

	支出総額⑧【⑥＋⑦】
	
	


(注) １　収入総額⑤と支出総額⑧は、合致すること。

　　 ２　補助対象系経費ついては、領収書の写しを添付すること。
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